
平成２７年度あきる野市下水道事業特別会計予算



－１－ 

議案第３６号 

 

   平成２７年度あきる野市下水道事業特別会計予算 

 

 平成２７年度あきる野市の下水道事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３，４８５，６５７千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」による。 

 （地方債） 

第２条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、

限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第２表地方債」による。 

 （一時借入金） 

第３条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、 

 ２６２，０００千円と定める。 

 

  平成２７年２月２５日提出 

 

                    東京都あきる野市長 臼 井  孝 







第２表　地方債　   

起　債　の　目　的 限　度　額 起債の方法

千円

　公共下水道事業 136,900

　流域下水道事業 75,100

　下水道事業債特別措置分 173,900

　資本費平準化債 785,000

計 1,170,900

証書借入

又は

証券発行

　３.０％以内
（ただし、利率
見直し方式で借
り入れる資金に
ついて、利率の
見直しを行った
後においては、
当該見直し後の
利率）

　借入れのときより
据置期間を含み４０
年以内に償還する。
ただし、財政その他
の都合により償還期
限を短縮し、若しく
は繰上償還又は低利
債に借換えすること
ができる。

償 還 の 方 法利　　　率
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給　与　費　明　細　書

１　特　別　職

その他の

特 別 職

その他の

特 別 職

その他の

特 別 職

1,647

1,647

計

1,647

1 1,647

1

0

1,647

0

1,647

比　　較

長　 等

議 　員

計

前　年　度

長　 等

議 　員

1

計

計

1

0

議 　員

0

職 員 数

 

(人)

期 末 手 当区　　分

長　 等

その他

の手当

本  年  度

年間支給率(月分)

報　酬 給　料

0

0

1,647

1,647

給　与　費
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（単位：千円）

共　済　費 合　　計 備　　　考

0 1,647

0 1,647

0 0

0 1,647

0 1,647

0 0
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２　一　般　職

　（１）　総　括

2,153

地域手当 住居手当

40,211

△ 2,380

超過勤務手当

158

16,119

△ 1,504

36,327

△ 3,884

22,588

給　　料

17,623

職 員 数

      (人)

20,2085

5

△ 49

143

通勤手当

94

0

区　　　分

本　年　度

前　年　度

比　　　較

職 員 手 当 等 計

給　　与　　費

報　　酬

前 年 度

比　　較

職員手当

等の内訳

本 年 度

区　　分

127

31

1,272

48

扶養手当

1,320

2,387

△ 234

0

0

等の内訳

前 年 度

比  較

退職手当負担金

3,134

3,503

△ 369

区　　分

職員手当

本 年 度

0
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（単位：千円）

共　済　費 合　　計 備　　考

6,686 43,013

△ 437 △ 4,321

7,123 47,334

（単位：千円）

特殊勤務手当 管理職手当 期末勤勉手当

管 理 職 員

特別勤務手当

児童手当

30 980

20 0 8,350 30

△ 1200 0 △ 811 0

860

20 0 9,161
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（２）　給料及び職員手当の増減額の明細

区　　分 増  　減 　 額

給　料 △ 2,380 28

145

△ 2,553

職員手当等 △ 1,504 18

△ 1,522

（３）　給料及び職員手当の状況

　ア　職員一人当たり給与

　イ　初任給（平成２７年１月１日現在）

国の（）内は、給与改定特例法による措置がないとした場合の値（減額前）です。

区　　分

市　　の　　制　　度

一 般 行 政 職　（円） 技 能 労 務 職　（円）

139,500高　　校　　卒

大　　学　　卒

143,000

181,200

平成２７年１月１日現在

平成２６年１月１日現在

平 均 給 料 月 額　（円）

平 均 給 与 月 額　（円）

平　 均　 年　 齢　（歳）

平 均 給 料 月 額　（円）

平 均 給 与 月 額　（円）

平　 均　 年　 齢　（歳）

区　　分

その他の増減分

増   減   事   由   別   内   訳

給与改定に伴う増減分

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

その他の増減分
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給与改定の状況

　本年度　給料表改定率見込　　－　％　実施時期　平成－年－月－日

　前年度　給料表改定率　  　　0.1 ％　実施時期　平成26年12月 1日

平均昇給率　　0.74％

扶養手当 48 増減額の内訳 給　与 その他 計　

地域手当 △ 234 改定分 増減分

通勤手当 △ 49 　扶養手当 － 48 48

超過勤務手当 31 　地域手当 3 △ 237 △ 234

期末勤勉手当 △ 811 　住居手当 － － －

児童手当 △ 120 　通勤手当　 － △ 49 △ 49

退職手当負担金 △ 369 　超過勤務手当　 － 31 31

　特殊勤務手当 － － －

　管理職手当　 － － －

　期末勤勉手当 11 △ 822 △ 811

　管理職員特別勤務手当 － － －

　児童手当 － △ 120 △ 120

　退職手当負担金 4 △ 373 △ 369

技 能 労 務 職

技能労務職（円）

139,500

備　　考

50.9

369,700

371,140

436,884

説　　明

一 般 行 政 職

職員構成の変動に伴う増

181,200

一 般 行 政 職　（円）

142,100

国　　の　　制　　度

431,490

49.3
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　ウ　級別職員数

　　（級別の標準的な職務内容）

　エ　昇給

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(％)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(％)

当する職務

課長及びこれに相

５　級

に相当する職務　

６号給

４号給 2

昇 給 に 係 る 職 員 数   (Ｂ)

比　　　　　　  　　率　(Ｂ) ／ (Ａ) 60.0 60.0

2

５号給 1 1

２号給

３号給

3 3

６号給

１号給

３号給 1

本

年

度

職 員 数   (Ａ) 5

号 給 数 別 内 訳

５号給

5

１号給

２号給

計 5 100.0 計

３　級

２　級 3 60.0 ２　級

１　級

４　級 2 40.0

３　級

６　級

比　　　　　　  　　率　(Ｂ) ／ (Ａ) 60.0 60.0

平成26年１月１日現在

５　級

1

昇 給 に 係 る 職 員 数   (Ｂ) 3 3

号 給 数 別 内 訳

5

４号給 2 2

5

主任の職務

２　級

計

前

年

度

職 員 数   (Ａ) 5

計

２　級

20.0

３　級

２　級

３　級

1４　級

3

20.0

60.0

技 能 労 務 職

６　級

構 成 比(％) 級

５　級

１　級

区　分

平成27年１月１日現在

1

職 員 数(人)構 成 比(％)

区　　分

級 職 員 数(人)

一 般 行 政 職

100.0

１　級

６　級

１　級

一般行政職

相当する職務　

部長及びこれに

代 表 的 な 職 務

１　級

係員の職務

４　級

区　　分

一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

係長及びこれに相

３　級

課長補佐及びこれ

当する職務　　　

合　　計
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　オ　期末勤勉手当

　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当 平成２７年１月１日現在

　キ　地域手当

　ク　特殊勤務手当

　ケ　その他の手当（平成２７年１月１日現在）

本 年 度

国の制度 2.125

1.90 2.30 4.20前 年 度

経過措置あり

支給率等

区　　分

4.101.975

45.023.5 31.5 45.0

国の制度

(支給率等)

25.55625 34.5825 49.59 49.59

定年前早期退職特例措置（2％

から20％加算)

25年勤続の者35年勤続の者

その他の加算措置等

最高限度

定年前早期退職特例措置（2％

から20％加算)

有

4.20

備　考

(月分) (月分) (月分) (月分)

2.175

有

区　　分 支給率計(月分)

職制上の段階・

職務の等級等に

よる加算措置

支　給　期　間　別　支　給　率

備　考

６月　(月分) １２月　(月分)

有2.025

　給 料 総 額 に 対 す る 比 率　　　　(％)

　10　％

　10　％

5　人

技 能 労 務 職

全職種

一 般 行 政 職

20年勤続の者

経過措置あり

 13,000円

　6,500円

支　 給　 対　 象　 地　 域

支　　　 給　 　　率　 (％)

代　表　的　な　職　種

国の指定基準に基づく支給率（％）全　　地　　域

区　　分

支 給 対 象 職 員 数 　(人)

区　　分

１００

出動手当

１００

 13,500円  11,000円

市 国

  6,000円

 支給限度額　   31,600円　支給限度額　13,290円

 賃貸住宅支給限度額 27,000円

（年齢制限なし）

 15,000円(35歳未満）

　5,000円（1人につき）

０．０９９０．０９９

　支 給 対 象 職 員 の 比 率　(平成27年1月1日現在)

　代　表　的　な　特　殊　勤　務　手　当　の　名　称

通勤手当 異 交 通 用 具 使 用 者

異住居手当 借家・借間に居住する世帯主等

扶養手当

満16歳の年度初めから満22

歳の年度末までの子

国の制度

との異同

欠 配 第 １ 子

そ の 他

異

配 偶 者

差　　　　異　　　　の　　　　内　　　　容

 13,500円

  4,000円（1人につき）
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（単位：千円）

前前年度末 前　年　度　末 当 該 年 度 末

現 　在　 高 現在高見込額 現在高見込額

385,900

114,000

15,439,971

2,302,274

資 本 費 平 準 化 債

公共下水道事業債

流域下水道事業債

下 水 道 事 業 債
特 別 措 置 分

1,225,335

20,098,786

16,537,115

2,408,881

1,152,790

18,967,580

22,336,281

4,616,927

17,719,354

14,290,904

2,143,215

1,285,235

1 下 水 道 債

2,002,098

136,900

75,100

173,900

23,862,378

3,763,592

23,167,479 1,170,900

1,634,126

4,199,899 785,000 367,972

1,285,967

234,159

合            計

(1)

(2)

2

(3)

地方債の前前年度末における現在高並びに前年度末及び

当 該 年 度 中
起 債 見 込 額

当 該 年 度 中
元金償還見込額

当 該 年 度 中 増 減 見 込 み

                               当該年度末における現在高の見込みに関する調書

区　　　　　　　分
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